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要旨：昨年度，筆者らは鉄筋コンクリート造両側袖壁付き柱のせん断終局強度算定法を提案したが，既往実

験結果を用いてこの算定法の精度検証した結果，柱断面積を考慮する必要があることが分かった。そこで，

それを考慮し，その他の修正を行った結果，算定精度の向上が確認できた。また，せん断破壊型の終局強度ま

での復元力特性算定法の検討も行った。現段階での検討手法は，種々の改善点はあるものの，比較的良く既

往実験結果と対応することが確認できた。 
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1. はじめに 

 昨年度，筆者らは鉄筋コンクリート造両側袖壁付き柱

のトラス剛性に基づくせん断終局強度算定法 1)を提案し

た。既往実験結果を用いたこの算定法の精度検証の結果，

構成因子に応じて，強度比（実験値/計算値）が変動した。

この問題を解決するため，柱断面積を考慮する必要があ

ると考え，せん断終局強度算定法の修正を行った。 

また，せん断破壊型両側袖壁付き柱部材のせん断終局

強度に至るまでの復元力特性算定法の検討も行った。本

報では，それらの算定手法とその算定精度をまとめる。 

 

2. せん断終局強度算定法の修正 

両側袖壁付き柱部材におけるトラス抵抗機構を図－1

に示す。これは，コンクリート斜め圧縮バネ K2と壁板縦

筋と柱主筋による鉛直引張バネ Ky と壁板横筋と仮想水

平抵抗領域（耐震壁の側柱に対応する部位）の曲げ抵抗

による水平引張バネ Kxにより構成される。そして，斜め

圧縮バネと水平引張バネの強度から求まるせん断力の小

さい方と，せん断ひび割れ強度の大きい方を本提案手法

でのせん断終局強度とする。 

 今回，柱負担せん断力の影響は大きいと判断したため，

考慮することにした。壁板部分のせん断終局強度にその

時点での柱の負担せん断力を加算する。この際の壁板と

柱の区分は，保有水平耐力計算規準による手法 2)と同様

とする。以下，式中の記号は，SI 単位系（力は N，距離

は mm）である。 

 

2.1 壁板部分のせん断終局強度 

壁板部分のせん断終局強度（wQsu）を式(1)に示す。 
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wQcc はコンクリート斜め圧縮バネの強度で決定される

せん断終局強度であり，コンクリートの有効圧縮強度

（νσB）を 0.85 倍に低減した。これは，I 型耐震壁では，

大きな側柱の存在により，壁内の圧縮応力度分布はほぼ

均等になると判断していたが，矩形断面耐震壁では，圧

縮側から引張側にかけて，圧縮応力度が変動すると判断

したためである。これに関しては，今後，更なる検討を

要する。 

wQhyは，壁板横筋が降伏する時のせん断終局強度，Qcr

は，主応力度式によるせん断ひび割れ強度である。式中

の tw，Lw は壁の幅，全長，σhy，Ehs は壁板横筋の降伏強

度，ヤング係数，σT はコンクリートの引張強度（=0.33

B ），σ0は軸方向応力度，Aall は全断面積，κsは応力度 
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図－1 本手法におけるトラス抵抗機構 
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法によるせん断に対する形状係数である。主圧縮方向角

度（θw：縦軸より反時計回り）は，式(5)より算定する。 
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wKx，wKyは，式(6) ，(7)で算定する。式(6)中の wKf は，

仮想水平抵抗領域の曲げ抵抗による水平抵抗バネ剛性で

ある。仮想水平抵抗領域は，水平方向の拘束効果を発揮

する領域であり，その範囲を αwLw とした。水平方向の拘

束領域について，既報 1)では，暫定的に 0.2Lw の範囲を設

定していた。しかし，両側袖壁付き柱は I 型耐震壁と異

なり，拘束領域の断面積が小さい。そのため，拘束領域

のせん断変形の影響が大きいと判断し，せん断弾性剛性

を考慮して，拘束領域のせいを決定した（後述）。 

 
4

0

360

ht

LLIE
Ep

KEpK

w

wwwwc
hswh

fwhswhxw








  (6) 

cscgvswvyw EpEpK      (7)
 

8.001.0

1
168.0 38.0

2 


B
cB EK


   (8) 

式中の Ecはコンクリートのヤング係数，Iwは壁板部分

の仮想水平抵抗領域の断面二次モーメント，h0は内法高

さ，pwh は壁板横筋比，pwvは壁板縦筋比，pcgは柱主筋比

であり，Evs，Ecsは壁板縦筋，柱主筋のヤング係数である。 

柱主筋による鉛直引張バネ剛性を 倍に低減した。こ

れは，両側袖壁付き柱は，壁厚に対し，幅の大きい柱が

平面中央に存在しており，柱全主筋が全て寄与するとは

考えにくいためである。低減係数 は，既往実験結果と

の対応性の検討により，0.28 に決定した。 

 壁板脚部の有効長さ（ℓa）は，式(9)で求める。 

wawa hL tan    (9) 

 haは圧縮ストラット最下端の壁板脚部からの距離で，

式(10)より求められる。この値には，制限値を設けた。 
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 ここで，拘束領域のせいについて記す。両側袖壁付き

柱の壁部分の拘束領域のせいを βLw，エネルギー法によ

るせん断に対する断面形状係数を 2.1e とすると拘束

領域による曲げバネ（Kf），拘束領域によるせん断バネ(Ks)，

せん断弾性剛性(Gc)は，式(11)，(12)，(13)で表される。 
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 せん断バネと曲げバネによる剛性を曲げバネのみで表

現するとし，その時の拘束領域のせいを αwLw とすると，

式(14)，(15)となる。 
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柱の検討結果 4)より， 2.0 とし，近似解を求めると，

式(16)となる。αw と Lw/h0の関係を図－2に示す。 

  2.0/0372.0206.0 0  hLww   (16) 

2.2 柱部分の負担せん断力 

壁板部のせん断終局強度がコンクリート圧壊もしく

は，壁板横筋の降伏で決定する場合は式(17)で求める柱

部分の負担せん断力を加算する。 
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 cQh は柱帯筋の引張力から算定される負担せん断力で

あり，式(18)で算定する。 
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Bc，Dcは柱の幅，せいであり，柱の水平方向引張応力

度 xc は，式(19)で算定する。 

chcyxcxxc pK      (19) 

εxは，壁板と柱の水平方向ひずみ度が等しいと仮定し，

壁板部分破壊時のひずみ度を用いた。式中，pch，σcyは柱

帯筋の鉄筋比，降伏強度である。 
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xw は，壁板部分破壊時の水平方向応力度であり，破

壊モードによって場合分けを行う。壁板部分のせん断終

局強度がコンクリートの圧壊で決定する場合は式(21)，

壁板横筋の降伏で決定する場合は式(22)を用いることと

した。 
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 図－2 拘束領域と部材形状の関係 
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柱の主圧縮方向角度（ c ）は，式(23)により算定する。 
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cKx，cKyは，それぞれ式(24) ，(25)で算定する。式(24)

中の cKf は，壁板部分と同様に考え，式(26)で算定する。 
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式中の Icは柱部分の仮想水平抵抗領域の断面二次モー

メント，cag は柱主筋断面積であり，Echs，Ecs は柱帯筋，

柱主筋のヤング係数である。 

αcDc は，柱部分の拘束領域のせいであり，αc は，壁板

部分と同様に考え，式(27)で表される。 
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0hc は仮想せん断破壊領域であり，柱・梁の検討結果 4)

と同様に式(28)で表す。 
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次に， cc Q について記す。 cc Q は，コンクリート圧縮バ

ネの強度で決定される柱の負担せん断力であり，式(29)

で算定する。これは，脚部コンクリートの平均圧縮強度

が B85.0 となるように，分布形状を決定し，柱位置とこ

の分布形状の関係から，コンクリートで決定する場合の

柱負担せん断力を算定する。柱の負担せん断力算定時，

柱位置と応力度分布の形状の関係からパターン分けを行

う（図－3）。 
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2c は，柱脚部圧縮応力域の平均斜め圧縮応力度であ

り，式(30)で表される。 
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3. せん断終局強度算定法の算定精度検証 

既往実験結果(42 体)1)を用いて，算定精度検証を行った。

その際の曲げ終局強度は，保有水平耐力計算規準 2)によ

る手法を用いた。 

検討結果を図－4 に示す。比較対象として，修正前の

手法による算定結果も示した。ここでは，最大耐力決定

要因（ cc ：コンクリート圧縮ストラットの圧壊で決定，

hy：壁板横筋の降伏で決定，cr：せん断ひび割れ強度で

決定）で記号を分けた。強度比の平均値，変動係数は修

正前の手法で 1.21，0.158，修正後の手法で 1.12，0.104 で

ある。今回の修正で，柱負担せん断力を考慮したことが

最も効果的であった。 

次に，因子別分析を行った。コンクリート圧縮強度

（ B ），軸力比（
B /0
）に対する計算精度の変動傾向

を図－5に示す。図中，±15％の横線を示した。また，変

動傾向を最小二乗法で求めた近似直線を示した。どちら

の因子でも近似直線の傾きは小さくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 は，灰色部分の平均圧縮強度が， B85.0 と

なるように定める。柱の圧縮負担面積は黒色部

分。計算の簡略化のため，矩形断面として算定し

たせん断力の半分とする。 
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図－3 柱位置と応力度分布の形状の関係 
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また，実験結果と提案手法の算定結果の破壊モードの

対応を検討した。検討結果を図－6 に示す。せん断破壊

型で，破壊要因が明記されている試験体 18 体を対象と

した。第 1 象限は実験計算ともにコンクリートの圧壊で，

第 2 象限は実験がコンクリートの圧壊，計算が壁板横筋

の降伏かせん断ひび割れで，第 3 象限は実験，計算とも

に壁板横筋の降伏かせん断ひび割れで，第 4 象限は実験

が壁板横筋の降伏で，計算がコンクリートの圧壊で最大

耐力が決定した場合である。18 体の試験体中 15 体が計

算と実験で破壊モードが一致した。 

 

4. 復元力特性算定法の検討 

 今回は，三つの手法を検討した。検討手法 1 は変形分

離しない手法であり，その算定モデルを図－7 に示す。

曲げひび割れ強度（Qmcr），曲げ終局強度（Qmu：モーメン

ト算定式=式(31)），せん断終局強度（Qsu），弾性剛性（Ke），  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降伏点剛性低下率（αy：式(32)）は，保有水平耐力計算規

準 2)の袖壁付き柱の項に示された手法により求める。せ

ん断ひび割れ強度は主応力度式（式(33)） によって求め

る。 

   Ntytu NjjaM     (31) 














 

D

d

D

a
npty 033.0043.064.1043.0   (32) 

sallTTscr AQ  /0
2 





    (33) 

式中，n はヤング係数比，pt は引張鉄筋比，a/D はシア

スパン比，η0 は軸力比，d は有効せい，D は部材全長で

ある。 

検討手法 2 は曲げ変形とせん断変形に分離する手法で

あり，その算定モデルを図－8に示す。曲げ変形は，検 

討手法 1 の弾性剛性を曲げ弾性剛性（Kb），ひび割れ点を
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曲げひび割れ点とすることによって求める。せん断変形

のせん断終局強度（検討手法 1 と同じ）時剛性低下率（β）

は，保有水平耐力計算規準 2)の耐震壁の項に示された，

式(34)を用いる。 

14.0/46.0  Bss fp     (34) 

式中，ps は壁筋比，fs は壁筋の降伏強度である。 

 検討手法 3 も曲げ変形とせん断変形を分離する手法で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断変形は，耐震性能評価指針 3)の耐震壁の項に示された

あり，曲げ変形算定法は検討手法 2 と同じである。せん

手法により求める。その算定モデルを図－9 に示す。せ

断変形は，耐震性能評価指針 3)の耐震壁の項に示された 

ん断ひび割れ強度は主応力度式，せん断終局強度は筆者

らの提案式で求め，それぞれに対するせん断応力度は，

各強度を全断面積で除すことにより求めた。図中の Gtrs1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 検討手法 1 b) 検討手法 2 c) 検討手法 3 

図－10 復元力特性算定法の算定精度 
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と γsu の算定式を式(35)～(37)に示す。 

 
 
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
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/1  (35) 

01/   trssusu G     (36) 

 wyw K  tan/00     (37) 

各バネ（K2，wKx，wKy）は，上述のせん断終局強度算定

法（修正後）で用いた壁板部のバネと同様である。 

 

5. 復元力特性算定法の算定精度検証 

 既往実験結果を用いて，各算定法の精度検証を行った。

今回対象とした両側袖壁付き柱試験体は，裵らが行った

試験体 3 体 5)と上原らが行った試験体 1 体 6)である。精

度検証の結果を図－10に示す。せん断破壊型の既往実験

結果に対して，検討手法 1，検討手法 2 はともに，ひび

割れ後の剛性を小さく評価する傾向が見受けられた。検

討手法 3 は，比較的良く，既往実験結果と対応すること

が確認できた。 

 

6. まとめ 

筆者らが提案しているせん断終局強度算定法に柱断

面積を考慮し，その他の修正を行った。その結果，修正

前よりも算定精度は向上し，構成因子に対する強度比の 

変動も小さくなった。 

また，せん断破壊型の終局強度に至るまでの復元力特

性算定法に関する検討を行った。検討の結果，曲げ変形

を保有水平耐力計算規準 2)の袖壁付き柱の項に示された

手法（弾性剛性は曲げ弾性剛性とした）で求め，せん断

変形を耐震性能評価指針 3)の耐震壁の項に示された手法

を用いると，比較的良く，既往実験結果と対応すること

が確認できた。今後更なる検討を行いたい。 
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